
さぬき市住宅リフォーム支援事業補助金交付要綱 

 

さぬき市住宅リフォーム促進支援事業実施要綱(平成２４年さぬき市告示第３７

号)の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市民の生活環境の向上及び定住促進に資するとともに、地域

経済対策として市内産業の活性化及び雇用の創出を図るため、自己の居住の用に

供する住宅に係る修繕、補修、増築等の工事（以下「改修工事」という。）を自

己以外の市内の事業者の施工により行う者に対し、その支援を行うため、さぬき

市住宅リフォーム支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することに

ついて、さぬき市補助金等交付規則（平成２５年さぬき市規則第２２号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（交付対象者） 

第２条 補助金の交付を受けることができる者（以下「交付対象者」という。）は、

次の各号のいずれにも該当する者とする。 

(1) 本市に住民登録をしており、かつ、居住している者で、居住している住宅の

所有者又はその所有者の２親等以内の親族であること。ただし、改修工事完了

後に、本市に住民登録し、かつ、居住する者であって、その居住する住宅の所

有者又はその所有者の２親等以内の親族となるものを含む。 

(2) 本人及び本人と同一世帯に属する者（前号ただし書に該当する場合は、住民

登録時に同一世帯に属することとなる者）が、市税及び国民健康保険税を滞納

していないこと。 

（交付対象住宅） 

第３条 補助金の交付の対象となる住宅（以下「交付対象住宅」という。）は、次

の各号のいずれにも該当する住宅とする。 

(1) 市内に存するもの 

(2) 交付対象者が自己の居住の用に供している住宅又は改修工事完了後に、自己

の居住の用に供する住宅 

(3) 補助金の交付申請時点において建築後３年以上を経過したもの。ただし、市

長が特に認める場合は、この限りでない。 

２ 次の各号に掲げる住宅については、それぞれ当該各号に定める範囲を交付対象

住宅とみなし、この要綱の規定を適用する。 

(1) マンション等の集合住宅（２以上の区分所有者（建物の区分所有等に関する

法律（昭和３７年法律第６９号）第２条第２項に規定する区分所有者をいう。）

が存する建物で人の居住の用に供する専有部分（同法第２条第３項に規定する

専有部分をいう。以下同じ。）のあるものをいう。） 交付対象者の専有部分 



(2) 店舗、事務所、賃貸住宅等との併用住宅 交付対象者の自己の居住部分 

（交付対象工事） 

第４条 補助金の交付の対象となる改修工事（以下「交付対象工事」という。）は、

市長の決定を得て着手するものであって、次の各号のいずれにも該当するものと

する。 

(1) 交付対象住宅に係る次に掲げるいずれかの工事であって、当該工事に要する

経費（消費税及び地方消費税の額を含む。以下「交付対象経費」という。）が

５０万円以上のものであること。 

ア 住宅の修繕、補修又は増築のための工事 

イ 壁紙の張り替え、屋根又は外壁の塗り替えその他住宅の模様替えのための

工事 

ウ その他市長が特に認める工事 

(2) 次に掲げる事業者が施工する工事であること。ただし、暴力団員による不当

な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定す

る暴力団又は暴力団関係者（同条第６号の暴力団員又は暴力団員以外の者で、

暴力団と関係を持ちながら、その組織の威力を背景として同条第１号の暴力的

不法行為等を行うもの若しくは暴力団に資金等を供給すること等によりその組

織の維持及び運営に協力し、若しくは関与するものをいう。）を除く。 

ア 市内に事業所を有する法人であって、本市の法人市民税が課されているも

の 

イ 市内に事業所を有する個人であって、本市に住民登録をしているもの 

２ 前項第２号の場合において、やむを得ない理由により、交付対象工事の一部に

ついて下請負をさせるときは、１件当たりの下請負工事費が交付対象工事の請負

工事費の総額の２分の１を超えてはならない。 

（交付対象経費） 

第５条 前条第１項第１号の交付対象経費は、交付対象工事に要する経費の総額か

ら次に掲げる費用を除いた額とする。 

(1) 土地の購入及び造成に係る費用 

(2) 広告、看板等の設置に係る費用 

(3) 工具、工事用機械等の購入に係る費用 

(4) 合併処理浄化槽の設置及び管路工事に係る費用 

(5) 前各号に掲げるもののほか、交付対象工事として認められないものに係る費

用 

２ 前項に掲げるもののほか、交付対象工事の全部又は一部について、次の各号に

掲げるいずれかの助成制度の適用対象となる場合には、これらの助成制度の適用

を優先するものとする。 



(1) さぬき市民間住宅耐震対策支援補助金交付要綱（平成２３年さぬき市告示第

４８号）の規定に基づく耐震対策事業 

(2) さぬき市障害者住宅改造促進事業実施要綱（平成１８年さぬき市告示第６７

号）の規定に基づく障害者住宅改造促進事業 

(3) さぬき市障害者等日常生活用具給付事業実施要綱（平成１８年さぬき市告示

第１２８号）の規定に基づく障害者等日常生活用具給付事業 

(4) 介護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定に基づく居宅介護住宅改修費

及び介護予防住宅改修費の支給事業 

(5) 前各号に掲げるもののほか、住宅の改修工事を対象に含む公的助成 

３ 前項の場合において、同項第１号に該当する場合は、交付対象工事に要する経

費の総額からさぬき市民間住宅対策支援補助金の額を除いた額を交付対象経費と

し、同項第２号から第５号までに該当する場合は、交付対象工事に要する経費の

総額から当該助成制度による助成基準額のうち交付対象工事に係る部分に相当す

る額を除いた額を交付対象経費とする。 

（補助金の交付額等） 

第６条 補助金の交付の額は、交付対象経費の１０パーセントに相当する額（その

額に１，０００円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てた額）とする。

ただし、当該額が２０万円を超えるときは、２０万円とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれにも該当する場合には、別表右欄

に掲げる額を交付する。 

(1) 交付対象者が、さぬき市空き家バンク実施要綱（平成２５年さぬき市告示第

１１号）で定める空き家バンクを通じて交付対象住宅を購入し、当該交付対象

住宅を自己の居住の用に供する住宅とするため、市外から転入し、交付対象工

事を行う者又は交付対象工事完了後、市外から転入する者であること。 

(2) 交付対象者が、前号の規定により購入した交付対象住宅に係る改修工事完了

後から３年以上、当該交付対象住宅に居住する見込みがあること。 

３ 補助金は、前２項の規定による額に相当する額面のさぬき市共通商品券（さぬ

き市共通商品券条例（平成１８年さぬき市条例第６号）で定めるところにより発

行する商品券をいう。）で交付する。 

（補助金の交付の制限） 

第７条 補助金は、毎年度の予算の定めるところにより交付する。 

２ 補助金の交付は、同一の交付対象住宅に係る交付対象工事につき１回限りとす

る。 

 （補助金の交付申請手続等） 

第８条 補助金の交付申請から補助金の交付までの手続は、規則第４条から第１２

条までの規定による。 



（補助金の交付申請） 

第９条 規則第４条の申請は、前条の規定にかかわらず、住宅リフォーム支援事業

補助金交付申請書（様式第１号）により行うものとし、規則第４条第１項第２号

に掲げる書類は、省略するものとする。 

２ 前項の場合において、市長は、必要と認めるときは、申請期間を別に定めるこ

とができる。 

３ 規則第４条第１項第３号に規定する書類には、次に掲げる書類を含むものとす

る。 

(1) 建物全部事項証明書又は固定資産税課税台帳の写し 

(2) 改修工事を行う部分が分かる図面又は写真 

(3) 工事見積書（内訳明細書を含む。） 

(4) 第１項の申請を行う者が所有者と異なる場合は、所有者との関係が分かる書

類 

(5) 第６条第２項各号に該当する場合は、空き家バンク登録証明書（様式第２号）

及び定住誓約書（様式第３号） 

(6) 他の公的助成制度利用の場合は、その制度の申請書の写し 

（補助金の交付決定） 

第１０条 規則第５条第３項に規定する補助金の交付決定通知は、第８条の規定に

かかわらず、住宅リフォーム支援事業補助金交付（不交付）決定通知書（様式第

４号）により行うものとする。 

２ 前条第２項の規定により申請期間を定めた場合であって、規則第５条第１項の

規定による審査の結果、補助金の交付をすることができる者として認められた者

（以下この項において「交付決定候補者」という。）に係る当該申請期間におけ

る補助金の交付申請の総額が当該申請期間に係る補助金の予算総額を上回るとき

は、市長は、当該交付決定候補者のうちから抽選により補助金を交付することが

できる者を決定することができる。 

３ 規則第５条第４項の規定により補助金の交付決定に付する条件は、次に掲げる

ものとする。 

(1) 申請事項に変更が生じた場合は、その日から起算して１４日以内に変更承認

申請書を提出し、市長の承認を受けること。 

(2) 交付対象工事の遂行状況について報告を求め、又は実地調査をすることがあ

ること。 

(3) 交付対象工事が完了したときは、完了の日から３０日を経過した日又は３月

１０日のいずれか早い日（その日がさぬき市の休日を定める条例（平成１４年

さぬき市条例第２号）第１条第１項に規定する市の休日に当たるときは、市の

休日の翌日）までに、実績報告書に関係書類を添えて市長に提出すること。 



(4) 申請内容に虚偽その他不正があった場合、又は市長の指示に従わない場合は、

交付の決定を取り消すことがあること。 

(5) 補助金交付額は、交付対象工事費用の確定により変更する場合があること。 

(6) 交付対象工事完了後、本市に住民登録する場合は、当該登録時に同一世帯に

属することとなる者が市税及び国民健康保険税を滞納していないこと。 

（申請事項の変更等） 

第１１条 規則第９条第１項第１号に規定する手続は、第８条の規定にかかわらず、

規則第９条第１項第１号に規定する変更が生じた日から起算して１４日以内に、

第９条第３項各号に掲げる書類のうち、当該変更に係る書類を添えて、住宅リフ

ォーム支援事業補助金交付変更承認申請書（様式第５号）により行うものとする。

ただし、軽微な変更と認められるものについては、この限りでない。 

２ 規則第９条第１項第２号に規定する手続は、第８条の規定にかかわらず、受領

した住宅リフォーム支援事業補助金交付決定通知書を添えて、住宅リフォーム支

援事業中止（廃止）承認申請書（様式第６号）により行うものとする。この場合

において、市長が当該事業の中止又は廃止を承認したときは、補助金の交付の決

定がなかったものとみなす。 

３ 規則第９条第２項において準用する規則第５条第３項の規定による通知は、住

宅リフォーム支援事業補助金交付変更承認（不承認）決定通知書（様式第７号）

又は住宅リフォーム支援事業中止（廃止）承認（不承認）決定通知書（様式第８

号）により行うものとする。 

（実績報告） 

第１２条 規則第１０条に規定する実績報告は、第８条の規定にかかわらず、交付

対象工事完了の日から起算して３０日を経過した日又は当該年度の３月１０日の

いずれか早い日（その日がさぬき市の休日を定める条例（平成１４年さぬき市条

例第２号）第１条第１項に規定する市の休日に当たるときは、市の休日の翌日）

までに、住宅リフォーム支援事業実績報告書（様式第９号）により行わなければ

ならない。 

２ 前項の場合において、規則第１０条第１項第３号に規定する書類には、次に掲

げる書類を含むものとする。 

(1) 請負契約書等の写し 

(2) 工事代金領収書 

(3) 交付対象工事施工前後の住宅等の現況及び施工状況の写真 

(4) 他の公的助成制度利用の場合は、その制度の完了報告書の写し 

(5) 交付対象住宅の改修工事完了後、本市に住民登録をした場合は、交付対象者

及び同一世帯に属する者全員の住民票の写し 

 （商品券の受領） 



第１３条 第１０条の規定により補助金の交付決定通知を受けた者（以下「交付決

定者」という。）は、第６条第３項の規定により補助金を商品券により交付を受

けたときは、市長に住宅リフォーム支援事業商品券受領書（様式第１０号）を提

出しなければならない。 

 （交付決定の取消し） 

第１４条 規則第１４条第１項の規定により交付決定の取消しをしたときは、住宅

リフォーム支援事業補助金交付取消通知書（様式第１１号）により、交付決定者

又は既に補助金の交付を受けた者に対し、通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第１５条 市長は、規則第１４条第２項又は第３項の規定による補助金の返還を命

ずるときは、住宅リフォーム支援事業補助金返還請求書（様式第１２号）により

行うものとする。 

２ 前項の規定により、補助金の返還を命じられた者は、返還すべき金額を現金に

より返還しなければならない。 

（報告の徴収及び実地調査） 

第１６条 市長は、必要があると認めるときは、交付決定者又は交付対象工事を施

工する事業者に対し、交付対象工事の進捗状況又はその成果について報告を求め、

又は実地調査をすることができる。この場合において、市長は、交付対象工事が

補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、交

付決定者に対し、必要な措置を講ずるよう求めるものとする。 

（その他） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 （この要綱の失効） 

２ この要綱は、平成３０年３月３１日限り、その効力を失う。 

 （経過措置） 

３ この要綱の施行の際現に改正前のさぬき市住宅リフォーム促進支援事業実施要

綱の規定により商品券の交付の決定がなされているものについては、なお従前の

例による。 

４ この要綱の失効前に第１０条の規定により交付の決定を受けた補助金について

は、なお従前の例による。 

   附 則（平成２７年告示第６９号） 

  この要綱は、平成２７年５月２０日から施行し、改正後のさぬき市住宅リフォ

ーム支援事業補助金交付要綱の規定は、平成２７年４月１日以後に交付申請のあ



った補助金について適用する。 

 附 則（平成２８年告示第１０１号） 

この要綱は、平成２８年４月２７日から施行し、改正後の第５条第２項及び第

３項の規定は、平成２８年４月１日以降に交付申請のあった補助金について適用

する。 

 

別表（第６条関係） 

区分 補助金の交付額 

交付対象経費が２００万円以

内のとき。 

交付対象経費の１０パーセントに相当する額

（その額に１，０００円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り捨てた額） 

交付対象経費が２００万円を

超えるとき。 

２０万円に、交付対象経費のうち２００万円を

超える部分の５０パーセントに相当する額（そ

の額に１，０００円未満の端数が生じたときは、

その端数を切り捨て、２０万円を超えるときは、

２０万円）を加えた額 

 

 


